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1. はじめに 
火山活動が活発化した際に砂防部局では土砂災害

防止法に基づく緊急調査等のために降灰状況や土石

流流出状況等を把握する必要がある。このための調査

を安全かつ効率的に実施するために筆者らは立入困

難な危険区域におけるUAVや IoTセンサーを搭載した

調査ユニット等を活用した調査手法を検討してきた。本

年度は、多様な環境に対応した調査ユニットを開発する

とともに、無人航空機による空撮及びＳｆＭ解析等を活

用した降灰後土石流流出状況の把握手法や、各種カメ

ラを活用した緊急調査手法の実証実験を行った。 

 

2. UAV による降灰後土石流流出状況の把
握手法の開発 

（１）UAV空撮による土石流流出状況の把握 

火山噴火時の降灰後

に繰り返し発生する土

石流流出状況（土砂収

支、河床変動状況）を把

握する手法として、従来

の有人機による LP計測

に加えて、より低コストで

高頻度の調査が可能な

UAV空撮及び SfM解析

による土石流発生前後

の地形計測を実施した。

昨年度に続き鹿児島県

桜島の有村川（図 1）に

おいて 2021 年 7 月～

2023年 8月の期間に土

石流発生前後の UAV 空撮を実施し、実施毎に撮影画

像の SfM 解析を行い、DSM 及びオルソ画像を作成した。

さらに各期間の地形データについて差分解析を行い、

出水前後の地形変化を把握した（図 2）。2021 年 8 月ま

での状況は家田ら(2023)で詳細に報告している通り、

2021 年 8 月 16 日の土石流発生時に源頭域の右岸斜

面(小流域2地点6)において 3100m3程度の崩壊が発生

し、渓床を閉塞するような形で堆積した。この後、2022

年2月時点で土石流は発生していないが小規模な渓岸

崩壊やガリー浸食により閉塞箇所周辺に土砂が堆積し、

左岸側に新たな崖錐が生じている。さらに 2022 年 3 月

には春雨前線の降雨によって崖錐脚部が浸食され、

2022 年 8 月には崖錐脚部の大部分が流出していること

がわかる。この間 7/9 と 7/16に連続的に土石流が発生

しており、源頭域から河口域までの一連の土砂収支とし

ては 10万m3程度の浸食傾向となっていた。さらに 2022

年 9月から 2023年 8月までの間、5回の土石流が発生

している。2021年 8月に生じた渓床の閉塞や 2022年 2

月に左岸崩壊で生じた崖錐は、2023年8月の時点で大

部分が流失し、2021 年 8 月以前の状態に戻ったように

みえる。このことから当該地点は、2021年 8月以降に渓

床に蓄積された不安定土砂による土石流の発生ポテン

シャルが高い状態から、通常の状態に一旦回復したと

考えられる。このように、高頻度のUAV空撮を行うことで

流域内の土石流の発生リスクを把握することが可能にな

り、土砂災害防止法における緊急調査や緊急減災対策

実施に活用すべき重要な情報となる。 

 

（２）土石流発生前後の地形変化と土石流流下状況 

高頻度空撮により把握した土石流発生域の地形変化

は土石流シミュレーションの土砂供給条件等のパラメー

タ設定に活用できると考えられる。そこで、上記の地形

計測結果と土石流発生規模や波形について試行分析

した。土石流発生データは国土交通省大隅河川国道

事務所から土石流水位観測データを提供いただいた。

源頭域に不安定土砂が蓄積された状態の時には、降

雨規模が小さくても土石流が発生しやすく規模も大きく

なると想定される。そこで、差分解析で得られた土砂生

図 3 UAV 空撮地形変化と土石流水位の分析 
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図 2 有村川(小流域 2地点 6)の UAV空撮による地形変化把握 

図 1 UAV 空撮対象範囲図 
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産イベントと、土石流ピーク水位および 10 分間雨量を

整理した（図 3）。その結果、地点 6における渓床閉塞や

崖錐形成のタイミング（土石流番号 6【2021.8】 ～7 

【2022.7】）から、降雨に対する土石流水位が高い傾向

になり、崖錐等が流失した時期の土石流番号 13

【2023.6】以降に低下する傾向がみられた。この傾向が

当地点の地形変化のみによって生じているとはいえな

いが、このような分析を行うことで、土砂生産域の状況か

ら数値シミュレーションを実施する際の条件設定の参考

になると考えられる。 

 

3. UAV で運搬する IoT 調査ユニットによ
る降灰状況等の緊急調査計画見直し 

降灰厚や降雨浸透状況の変

化を把握するために、距離セン

サーや土壌水分センサーを搭

載した調査ユニット（図 4 ）を

UAV で危険区域内に運搬設置

し、時間分解能の高い降灰状況

等の情報を取得する調査手法

（図 5）を開発してきた。 

調査ユニットは、携帯電話通信圏外からもデータを伝

送できるように、観測子機から携帯回線でクラウドにデ

ータをアップロードする親機まで、LPWA 通信（LoRa）で

観測データを伝送する仕組みとしており、さらに見通し

外領域への中継伝送手法も確立している。昨年度より、

携帯電話圏内で簡便に運用できるようにするため、観

測子機とデータアップロード親機の機能を有する LTE

版調査ユニットを開発している。また、LTE 版、LoRa 版

いずれについても専用の基板を製作(BM&W 社)し、耐

久性の向上および小型軽量化を図った。さらに、1 ユニ

ットにつき従来は 1 センサ―しか搭載できなかったもの

を 2 センサー搭載できるように改良した。これにより 1 回

の設置作業で距離センサーと土壌水分センサーを両方

設置でき、効率的な体制構築が可能となった。(図 6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 赤外線カメラ等による降水浸透特性や
降灰状況の面的な把握の試行 

調査ユニット設置箇所が土壌水分の分布として特異

な地点であると、降灰による浸透能の低下、回復状況を

適切に把握できない可能性がある。そこで、赤外線カメ

ラ等で設置箇所が周辺の降水浸透環境と比較して特異

な箇所でないことを確認する手法を試行した。あわせて、

マルチスペクトルカメラを用いた降灰厚の簡易な推定手

法についても検討した。 

土壌上に火山灰を人為的に堆積させて散水し、赤外

線カメラ(FLIRONEGen3)による撮影を行った。その結果、

散水前後の温度分布の変化から、面的な土壌水分状

態の偏りが把握できることを確認した（図 7）。このことか

ら、降雨後に赤外線カメラを搭載した UAV 等で調査ユ

ニット周辺を撮影することで、土壌水分観測点が面的に

特異な箇所ではないことが確認できると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

また、UAV で降灰厚を面的に把握する方法として、

植生に火山灰が付着することで光の反射特性が変化す

ることを念頭に、植生上に火山灰を降らせて、UAVに搭

載可能なマルチスペクトルカメラ(MicaSenseRedEdge3)

を用いて光の反射特性の変化を分析した。その結果、

広葉樹と針葉樹で程度の差はあるものの、地表面にお

ける降灰厚が 0～3cm が増加するにつれて葉に付着す

る火山灰が増加することで、可視光の赤波長の反射が

増加しNDVI値としては減少する傾向がみられた(図8)。

このことから、UAV に搭載したマルチスペクトルカメラで

樹林等を空撮することにより面的に降灰厚が推定できる

可能性があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. まとめ 
これまでの成果から、UAV 等を活用した火山地域に

おける危険区域内の土砂生産に関わる様々な調査方

法の有効性が確認され、一部技術については現地運

用可能な状態にある。今後はこれらの技術を実際の噴

火対応時に現場運用できるように、体制構築に向けた

訓練や実地運用試験等を行うことが重要である。 

 

 

図 7 赤外線カメラによる土壌水分状況の面的な把握 
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図 5 調査ユニット運用イメージ 

① 遠隔観測 ② UAV運搬設置 

図 4 調査ユニット 

LoRa版子機ユニット 

LTEダイレクトユニット 

散水前 散水後 

図 8 降灰厚変化に伴う植生の反射特性の変化 
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図 6 改良版調査ユニットによる監視体制イメージ 
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